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浦安市規則第５３号

浦安市重度訪問介護利用対象者大学等修学支援事業の実施に関す

る規則

（目的）

第１条 この規則は、重度訪問介護利用対象者が修学するために必要な支援体

制を大学等が構築することができるまでの間において、重度訪問介護利用対

象者に対して修学に必要な身体介護等を提供することにより、重度訪問介護

利用対象者の社会参加を促進することを目的とする。

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

(1) 重度訪問介護利用対象者 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）第５条

第３項に規定する重度訪問介護（以下「重度訪問介護」という。）の利用

の対象となる者をいう。

(2) 大学等 学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学（大学院を

含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校をいう。

(3) 大学等修学支援事業 重度訪問介護利用対象者が大学等において修学す

るに当たり必要な大学等への通学中及び大学等の敷地内における身体介護

等を提供する事業をいう。ただし、次に掲げる支援は、事業の対象としな

い。

ア 重度訪問介護の対象となる支援

イ 大学等において構築された支援体制により提供される支援

ウ 大学等からの帰宅途中における余暇活動等の修学に関わらない活動

への支援

エ その他支援の対象とすることが適当でないと市長が認める活動への支

援

(4) 障がい者 法第４条第１項に規定する障害者をいう。



（対象者）

第３条 大学等修学支援事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は、

本市に居住し、かつ、本市の住民基本台帳に記録されている障がい者（本市

から市外の特定施設（法第19条第３項（法附則第18条第２項の規定による読

替え後の法第19条第３項の規定を含む。）に規定する特定施設をいう。以下

同じ。）に入所した者であって、市長が認めるものを含む。）であって、次

の各号のいずれにも該当するものとする。ただし、市外から本市の特定施設

に入所している者を除く。

(1) 重度訪問介護利用対象者であること。

(2) 大学等に在籍していること。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、対象者と

しない。

(1) 大学等への入学後に停学その他の処分を受けている者

(2) 大学等への入学後に病気、留学等のやむを得ないと認められる特別な事

由なく、前年度に修得した単位数が無いこと又は極めて少ないことその他

の学修の意欲に欠けると認められる者

（大学等の要件）

第４条 大学等修学支援事業の対象となる大学等は、次の要件を満たしていな

ければならない。

(1) 障がいのある学生の支援について協議、検討、意思決定等を行う組織及

び障がいのある学生の支援業務を行う部署又は相談窓口が設置されている

こと。

(2) 大学等において、常時介護を要する重度の障がい者に対する支援体制の

構築に向けた計画が立てられ、大学等による支援が進められていること。

（利用の申請）

第５条 大学等修学支援事業を利用しようとする者（以下「申請者」とい

う。）は、浦安市重度訪問介護利用対象者大学等修学支援事業利用申請書

（別記第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。

(1) 大学等に在籍し、又は在籍することが決定していることを証する書類



(2) 浦安市重度訪問介護利用対象者大学等修学支援事業利用計画書（別記第

２号様式）

(3) 浦安市重度訪問介護利用対象者大学等修学支援事業承諾書（別記第３号

様式）

(4) 申請者が属する世帯に係る市町村民税の課税状況を明らかにする書類

（申請日の属する年度分（申請日の属する月が４月から６月までの場合に

あっては、前年度分とする。）のもの）

２ 前項の規定にかかわらず、市町村民税の課税状況について市が保有する情

報により確認することに同意した者については、同項第４号の書類の添付は

要しない。

（利用の決定等）

第６条 市長は、前条第１項の規定による申請を受けたときは、その内容を審

査し、利用の可否を決定し、その結果を浦安市重度訪問介護利用対象者大学

等修学支援事業利用決定・却下通知書（別記第４号様式）により、申請者に

通知するものとする。この場合において、利用の決定を受けた者（以下「利

用者」という。）に対しては、浦安市重度訪問介護利用対象者大学等修学支

援事業利用者証（別記第５号様式。以下「利用者証」という。）を併せて交

付するものとする。

２ 前項前段の規定により決定した大学等修学支援事業の利用期間は、利用を

開始する日から利用を開始する日の属する年度の３月末日又は当該大学等の

支援体制が構築されると見込まれる日のうち、いずれか早い日までとする。

（大学等修学支援事業の利用）

第７条 利用者は、第14条の規定により指定の決定を受けた事業者（以下「指

定事業者」という。）との間で、大学等修学支援事業の利用についての契約

を締結した上で、利用者証を提示することにより、大学等修学支援事業を利

用することができる。

（利用助成金の支給）

第８条 市長は、前条の規定により大学等修学支援事業を利用した者に対し、

利用助成金として別表に掲げる支給額又は実際に要した費用の額のうちいず

れか少ない方の額を支給する。



２ 利用者が指定事業者から大学等修学支援事業を受けたときは、市長は、当

該利用者が当該指定事業者に支払うべき当該大学等修学支援事業に要した費

用について、利用助成金として支給すべき額の限度において、当該利用者に

代わり、当該指定事業者に支払うことができる。

３ 前項の規定による支払があったときは、利用者に対し利用助成金の支給が

あったものとみなす。

（申請事項の変更の届出）

第９条 利用者は、第５条第１項の規定により申請をした内容に変更が生じた

ときは、浦安市重度訪問介護利用対象者大学等修学支援事業利用申請事項変

更届出書（別記第６号様式）により、速やかに市長に届け出なければならな

い。

（辞退の届出）

第１０条 利用者は、次の各号のいずれかに該当するときは、浦安市重度訪問

介護利用対象者大学等修学支援事業辞退届出書（別記第７号様式）により、

速やかに市長に届け出なければならない。

(1) 大学等修学支援事業の利用を辞退するとき。

(2) 第３条第１項に掲げる要件に該当しなくなったとき。

(3) 第３条第２項第１号に該当することとなったとき。

（利用決定の取消し及び利用助成金の返還）

第１１条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用の決

定を取り消すことができる。

(1) 第３条第１項に掲げる要件に該当しなくなったとき。

(2) 第３条第２項に掲げる要件に該当することとなったとき。

(3) この規則の規定に違反したとき。

(4) 偽りその他不正の手段により利用の決定を受けたことが明らかになった

とき。

２ 市長は、前項の規定により利用の決定を取り消したときは、浦安市重度訪

問介護利用対象者大学等修学支援事業利用決定取消通知書（別記第８号様

式）により、当該利用者に通知するものとする。

３ 市長は、第１項の規定により利用の決定を取り消した場合において、当該



取消しに係る部分に関し、既に利用助成金が支給されているときは、期限を

定めて、その返還を命じるものとする。

（事業者の要件）

第１２条 大学等修学支援事業を行う事業者としての指定を受けることができ

る事業者は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当しなければならない。

(1) 重度訪問介護を実施する法第29条第１項に規定する指定障害福祉サービ

ス事業者であること。

(2) 利用者に対し、法第５条第２項に規定する居宅介護又は重度訪問介護を

提供した実績がある等、当該利用者の身体の状況及び当該利用者への適切

な支援方法について熟知していること。

(3) 大学等に、利用者の身体の状況、利用者への適切な支援方法等について

情報提供を行うとともに、当該大学等における第４条第２号に規定する支

援体制の構築に協力することができること。

２ 大学等修学支援事業を行う事業者は、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、

設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）第２章に定め

る運営基準と同等の運営体制を確保しなければならない。

（指定の申請）

第１３条 前条第１項に規定する指定を受けようとする事業者は、浦安市重度

訪問介護利用対象者大学等修学支援事業事業者指定申請書（別記第９号様

式）に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。

(1) 事業者の定款等及び法人の登記事項証明書

(2) 事業所の管理者の履歴書

(3) 事業計画書

(4) 収支予算書

(5) 事業所の職員名簿

(6) その他市長が必要と認める書類

（指定の決定等）

第１４条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、

指定の可否を決定し、その結果を浦安市重度訪問介護利用対象者大学等修学



支援事業事業者指定決定・却下通知書（別記第10号様式）により、当該申請

者に通知するものとする。

（指定申請事項の変更の届出）

第１５条 指定事業者は、第13条の規定により申請をした内容に変更が生じた

ときは、浦安市重度訪問介護利用対象者大学等修学支援事業事業者指定申請

事項変更届出書（別記第11号様式）により、当該変更の内容を証する書類を

添えて、速やかに市長に届け出なければならない。

（指定辞退の届出）

第１６条 指定事業者は、当該指定を辞退するときは、浦安市重度訪問介護利

用対象者大学等修学支援事業事業者指定辞退届（別記第12号様式）により、

速やかに市長に届け出なければならない。

（指定決定の取消し及び利用助成金の返還）

第１７条 市長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

指定の決定を取り消すことができる。

(1) 第12条第１項各号に掲げる要件のいずれにも該当しなくなったとき。

(2) 第12条第２項に規定する運営体制を確保することができなくなったとき。

(3) この規則の規定に違反したとき。

(4) 偽りその他不正の手段により指定の決定を受けたことが明らかになった

とき。

(5) 大学等修学支援事業に関し、不正又は著しく不当な行為をしたとき。

２ 市長は、前項の規定により指定の決定を取り消したときは、浦安市重度訪

問介護利用対象者大学等修学支援事業事業者指定決定取消通知書（別記第13

号様式）により、当該指定事業者に通知するものとする。

３ 市長は、第１項の規定により指定の決定を取り消した場合において、当該

取消しに係る部分に関し、既に利用助成金が支給されているときは、期限を

定めて、その返還を命じるものとする。

（支援者の基準）

第１８条 大学等修学支援事業の提供に従事する者（以下「支援者」とい

う。）は、重度訪問介護に従事することができる者でなければならない。

２ 支援者は、大学等修学支援事業の提供に従事する際には、大学等の指示に



従うとともに、その身分を示す証明書を携行し、利用者又は大学等から提示

を求められたときは、これを提示しなければならない。

（大学等修学支援事業の記録等）

第１９条 指定事業者は、利用者に対して大学等修学支援事業を行ったときは、

当該大学等修学支援事業の提供日、内容その他必要な事項を、大学等修学支

援事業を行った都度記録しなければならない。

２ 前項の記録は、第６条第２項に規定する利用期間の末日の属する年度の翌

年度から起算して５年間保存しなければならない。

（事故等の対応及び報告）

第２０条 支援者は、現に大学等修学支援事業を行っているときに利用者に病

状の急変が生じた場合その他必要な場合は、直ちに利用者の家族、大学等、

市長等への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。

（補則）

第２１条 この規則に定めるもののほか、浦安市重度訪問介護利用対象者大学

等修学支援事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。



別表（第８条第１項）

利用助成金

基準額
支給額

市民税課税世帯者 市民税非課税世帯者

30分当たり800円 基準額の100分の90に相当

する額

基準額に相当する額

注

１ この表において「市民税課税世帯者」とは、当該利用者のみで世帯が

構成されたと仮定した場合に、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律施行令（平成18年政令第10号。以下「令」とい

う。）第17条第１号又は第２号に掲げる者に該当する利用者をいう。

２ この表において「市民税非課税世帯者」とは、当該利用者のみで世帯

が構成されたと仮定した場合に、令第17条第４号に掲げる者に該当する

利用者をいう。






























